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（答申第１４９号） 

答   申 

 

第１ 審査会の結論 

   岐阜県知事（以下「実施機関」という｡）が行った公文書部分公開決定につ

いて、「第２ ２（１）対象公文書の特定」のとおり対象公文書を特定したこ

とは妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

１ 公文書公開請求等 

（１）公文書公開請求 

審査請求人は、岐阜県情報公開条例（平成１２年岐阜県条例第５６号。以

下「条例」という。）第１１条第１項の規定に基づき、平成２８年７月２４

日付けで実施機関に対し、次のとおり公文書公開請求（以下「本件公開請求」

という。）を行った。 

 （２）本件公開請求の内容 

総務部人事課において起案日が平成２３年１１月２日で同月８日に施行

された件名が「職員の処分について（伺い）」という文書（以下「関係公文書」

という。）の別紙として添付されたＡ４判縦長の資料のうち、「(2)不適正事務

処理」が記載された５ページ目にある表の No.4 に記載されている事案発覚日

が平成２２年８月４日の「河川占用料の返還手続き漏れ のべ５３件（うち

２１年度分４１件）」について、その河川占用料の返還手続もれに関する延べ

５３件の文書 

 ２ 実施機関の決定等 

（１）対象公文書の特定 

実施機関は、対象公文書として、「河川法第２４条、第２６条、第５５条

の許可について（変更） 平成２１年度 岐土第４４号の２６ 外７０件」

を特定した。 

（２）実施機関の決定 

実施機関は、対象公文書に条例第６条第１号、第３号及び第６号に該当す

る情報が記載されているとして、公文書部分公開決定（以下「本件処分」と

いう。）を行い、平成２８年９月７日付け岐土第４５９号により、審査請求

人に通知した。 

 ３ 審査請求 

審査請求人は、本件処分を不服として平成２８年９月１９日付けで、行政不

服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、実施機関に対し

て審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

４ 諮問 

  実施機関は、条例第１８条第１項の規定に基づき、平成２８年１１月１

０日付け建政第３０１号で、本件審査請求について、岐阜県情報公開審査
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会（以下「審査会」という。）に諮問した。 

 

第３ 審査請求人の主張 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し、公文書の再検索及びその公開を求める。 

 ２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する本件審査請求の理由は、おおむね以下のとおりである。  

（１）対象公文書の特定について 

審査請求人が公文書の公開を請求した内容は、「河川占用料の返還手続もれ

に関する延べ５３件の文書」であるが、特定された公文書は、河川占用料の

返還手続もれに関しない文書が含まれていると推認できる。 

実施機関は、「河川占用料の返還手続もれ のべ５３件」が「河川占用料の

返還手続漏れ案件の発覚を契機として判明した事務処理不備案件延べ５３

件」を意味するものとして、審査請求人が公文書公開請求を行った文書とは

別種の事務処理不備案件に関する文書を特定しておきながら、「公文書の特定

に何ら誤りはない」「請求内容に忠実に公文書の特定をした」との弁明は、悪

意すら感じられ、不当極まりないものである。 

（２）その他の主張 

仮に、「河川占用料の返還手続もれに関する文書」を検索しても特定する

ことができなかった場合は、不存在として非公開決定の処分をすれば足りる

ものであり、部分公開決定を行った本件処分は違法である。 

 

第４ 実施機関の主張 

１ 趣旨 

  本件公開請求に係る対象公文書の特定は妥当である旨の答申を求める。 

２ 本件処分の理由 

（１）「河川占用料の返還手続漏れ のべ５３件」の趣旨について 

本件公開請求で、審査請求人が示している関係公文書は、実施機関が保有

している文書であり、審査請求人が記載したとおり、Ａ４判縦長の資料のう

ち、(2)不適正事務処理が記載された５ページ目にある表の No.4 には、平成

２２年８月４日に発覚した事案として「河川占用料の返還手続き漏れ のべ

５３件（うち２１年度分４１件）」と表記されていることを確認している。 

この５３件は、「河川占用料の返還手続漏れ案件の発覚を契機として判明し

た事務処理不備案件延べ５３件」を意味しており、これを「河川占用料の返

還手続き漏れ のべ５３件（うち２１年度分４１件）」と表記したものである。 

（２）対象公文書の特定について 

審査請求人は、関係公文書の記載内容を一字一句正確に記載した上で、「そ

の河川占用料の返還手続もれに関する延べ５３件の文書を公開してくださ

い。」と請求していることから、実施機関は、請求内容が指し示す文書が何で

あるかということに疑義を生じる余地なく、河川占用料の返還手続漏れ案件
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の発覚を契機として判明した事務処理不備案件に関する延べ５３件に対応す

る文書を、対象公文書として特定したものである。 

したがって、実施機関における公文書の特定に誤りはない。 

なお、対象公文書の件数について、弁明書においては、「河川法第２４条、
第２６条、第５５条の許可について（変更） 平成２１年度 岐土第４４号
の２６ 外６６件」と説明したところであるが、このうち、「外６６件」とあ
るのは「外７０件」の誤りであったことから、訂正する。 

ただし、本件処分はもともと７１件の文書を対象公文書として特定したも

のであることから、本件処分を変更するものではない。 

 

第５ 審査会の判断 

当審査会は、本件諮問事案について審査した結果、次のように判断する。  

１ 対象公文書の特定について 

  実施機関は、本件公開請求に係る対象公文書として、上記「第２ ２（１）
対象公文書の特定」に記載のとおり特定した。 
これに対し、審査請求人は、対象公文書が請求した文書とは別種のものであ

る旨主張し、本件処分を取り消した上で、改めて文書を特定するよう求めてい
ることから、以下、対象公文書の特定の妥当性について判断する。 

（１）「河川占用料の返還手続漏れ のべ５３件」の趣旨について 

審査請求人が示す関係公文書は、実施機関が作成し、現に保有する公文書

であることから、その記載内容の趣旨については、実施機関が説明すべきも

のである。 

当審査会が実施機関から聴取したところによれば、「この５３件は、「河川

占用料の返還手続漏れ案件の発覚を契機として判明した事務処理不備案件延

べ５３件」を意味しており、これを「河川占用料の返還手続き漏れ のべ５

３件（うち２１年度分４１件）」と表記したものである。」ということであり、

この点を踏まえ関係公文書を見分したところ、特段不自然、不合理な点は認

められない。 

（２）対象公文書の特定について 

次に、審査請求人は、公文書公開請求書において、「第２ １（２）本件   

公開請求の内容」のとおり、請求の前提となる関係公文書に記載された情報

を詳細に示し、上記の趣旨に沿って記載された「河川占用料の返還手続漏れ 

のべ５３件」を引用した上で、「その河川占用料の返還手続もれに関する延

べ５３件の文書」と記載している。 

そうすると、本件公開請求に対しては、「河川占用料の返還手続漏れ案件の

発覚を契機として判明した事務処理不備案件延べ５３件」を説明できる公文

書を特定すべきこととなるから、河川占用料の返還手続漏れ案件の発覚を契

機として判明した事務処理不備案件に関する延べ５３件に対応する文書を、

実施機関が対象公文書として特定したことについて、何ら誤りはない。 

したがって、実施機関が上記「第２ ２（１）対象公文書の特定」に記載

のとおり対象公文書を特定したことは、妥当である。 
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 ２ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、「仮に、「河川占用料の返還手続もれに関する文書」を検索し

ても特定することができなかった場合は、不存在として非公開決定の処分をす

れば足りるものであり、部分公開決定を行った本件処分は違法である」旨主張

している。 

しかし、上記１のとおり、本件公開請求に対する対象公文書が存在すること

は明らかであるから、不存在である旨の公文書非公開決定をすることは、妥当

ではない。 

したがって、審査請求人のその他の主張は、対象公文書の特定の妥当性に何

ら影響するものではない。 

３ 結論  

   以上により、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

      当審査会は、本件諮問事案について、以下のように審査を行った。 

 審   査   の   経   過 

平成28年11月10日 実施機関から諮問を受けた。 

平成29年３月31日 実施機関から弁明書（写し）を受領した。 

平成29年４月19日 実施機関から反論書（写し）を受領した。 

平成29年５月16日

（第147回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

 

平成29年５月30日

（第148回審査会） 

実施機関から口頭意見陳述を受けた。 

諮問事案の審議を行った。 

平成29年６月30日

（第149回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 
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